
課題
多くのまちの流通業者が空き家対策に積極的にかかわる体制の整備が遅れている。
何をどうするか、判断が出来ない所有者に終活の結果が見える形で材料を提供できない。

目的
対策の基本は「使えるものは活用する使えないものは除却をする」その線引きを曖昧にさせ
ない。エビデンスに基づいた判断材料を専門家や流通業者がを示すことが求められている。

取組内容
開示されている公的情報を集約しクラウド地図情報システムを構築・提供し、不動産価格
調査書を基に所有者等に現在・未来の見える「バランスシート」作成し提案する。

成果 クラウド地図情報システム構築・「わが家の終活バランスシート」作成

別添資料４除却を終着点としたわが家の終活コンサルティング事業 （特定非営利活動法人岐阜空き家・相続共生ネット）

国土交通省
取引情報

国土交通省
地価公示・地価調査

裁判所公開情報
不動産競売情報

Googleマップ
Yahooマップ
全国地価マップ（資産評価システム研究センター）
不動産取引価格情報「価格情報、取引件数」（国土交通省）
名古屋市都市情報提供サービス
都市計画図、市道認定図、（岐阜市ホームページ）
土砂法、浸水、地震ハザードマップ（ぎふ山と川の危険箇所マップ：岐阜県）
土砂法、浸水、地震ハザードマップ（重ねるハザードマップ：国土交通省）
大島てる物件公示サイト

【Excel】（様式）
「空き家の不動産価格調査書」
「わが家の終活バランスシート」


